
 

平成２２年度富県宮城推進会議における「宣言文」について 

 

○ 4 月 14 日に事務局（県）から，以下の①～③のテーマを候補としてお示しし，各団体の意見を照会 
○ 20 団体から 23 件の意見（農商工連携 11 件，雇用創出 6 件，人材育成 5 件，新規提案 1 件） 
○ 6 月 2 日の幹事会で①「農商工連携」をテーマとすべきとの案 

 テーマ（案） 主な意見 

① 農商工連携 ・地域経済の活性化に向け，農林水産業と商工業の連携による付加価値の高い生

産を進めることや，新製品開発，新技術開発は効果のある取組であり，いわゆる

農山漁村の「6次産業化」と合致している。 

・日本有数の水産県でもあるため，農業・林業とともに水産関連産業も取り込ん

だ連携を推進し，新たな付加価値の高い商品開発と販路拡大により，地産地消や

安全安心な食の確保に寄与することができる。 

・変革期を迎えている産業全体において，多岐分野に渡った連携で新しい産業の

創造を考える必要がある。 

・昨年 3月に宣言した「地産地消に取り組む県民運動」にもつながるものである。 

② 雇用創出 ・企業誘致や，立地企業と地元企業との取引拡大などにより，官民挙げて雇用機会

の創出・拡大に取り組み，地域経済の担い手である若年労働者などの雇用環境の改

善や地域経済の活性化を図ることが必要である。 

・東北唯一の特定重要港湾である仙台塩釜港，東北縦貫自動車道や三陸縦貫自動車

道など，大規模な企業活動に対応するインフラ整備が進み，自動車関連企業などの

進出で雇用環境の改善が期待されるが，持続的発展のためには更なる雇用機会の創

出・拡大が必要である。 

③ 人材育成 ・中小企業では，従業員の資質や経営者の経営力の向上のための人材育成が必要で

ある。 

・「知の継承体」として，築き上げてきた知を教授する教育システムの再構築を図

り，「知の創造体」を担う高度な教養，専門的な知識及び国際的な視野を備えた指

導的人材の育成に注力していく必要がある。 

・全学的なインターンシップで県内企業への学生の派遣など，次代を担う若手人材

育成に取り組んでおり，数多くの分野で地域貢献する人材の育成が必要である。 

④ 誘致，進出企業 

との協調連携 

・進出企業と県内の第 2 次産業企業とのビジネスマッチングに留まらず，すべての

産業や事業分野が協調連携することに繋がる，雇用も含めた宣言文が必要である。 
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「みやぎの農商工連携推進宣言」（案）

～創意工夫による新たな産品・サービスの創出～

多彩で豊かな地域資源に恵まれた宮城県において

は，地域を支える農林漁業者，商工業者が，お互い

の強みを活かして有機的に連携し，付加価値の高い

産品の創出や新たな販路の開拓などを行う農商工連

携のさらなる取組が期待されています。

この農商工連携の取組は，地域の産品やサービス

等を活用し，地産地消による内需拡大に加えて国内

外への提供も図ることで，地域の農林水産業，商工

業，観光等の振興とともに，新たな雇用の場の創出

や人材育成にもつながり，地域経済の活性化に大い

に寄与するものであります。

こうしたことから，富県宮城推進会議では，「み

やぎの農商工連携を推進しよう！」を合言葉に，宮

城県の豊かな海・山・大地が育む農林水産物を活か

し，産業分野一体で創意工夫を凝らしながら，新た

な産品・サービスを創出する農商工連携を推進して

いくことを宣言いたします。

平成２２年６月１１日

富県宮城推進会議会長 丸 森 仲 吾
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「地産地消に取り組む県民運動」に関する宣言 

～県産品やサービス等の内需拡大に向けて～ 

 

 日本経済は，米国発の世界的な同時不況の影響を受け，

景気が急激に落ち込むとともに，大量の雇用調整が行われ

るなど大変厳しい状況にあり，宮城県の経済・雇用状況も

同様の状況に直面しております。 

 このため，宮城県及び県内各市町村では，現在，国や関

係団体等と連携し，雇用の維持・確保や金融支援など，緊

急的な課題に全力で取り組んでいるところであります。 

しかし，宮城県の経済がこの不況を乗り越え，持続的に

発展していくためには，地産地消などによる一層の内需拡

大が不可欠であり，その経済効果が農林水産業や商業，製

造業などの産業全般，更には県民生活にあまねく波及する

ことが必要であります。 

 こうしたことから，富県宮城推進会議では，『「できる

こと」を「できる範囲」で，県内の生産者や商店街，企業

などを応援しよう！』を合言葉に，県産品・サービスなど

の地産地消に取り組む県民運動を進めていくことを宣言い

たします。 

 

         平成２１年３月２５日 

         富県宮城推進会議会長 丸 森 仲 吾 
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○団体・企業の取組

宮城県商工会議所連合会 ・県作成の普及啓発チラシの活用（県内各会議所での活用）

宮城県商工会連合会 ・県作成の普及啓発チラシの活用（県内各商工会等での活用）

宮城県農業協同組合中央会
・ホームページにお知らせとして，県民運動について掲載
・各農業協同組合等の直売所で，地場製品を販売

仙台商工会議所 ・月報「飛翔」に県民運動への協力依頼を掲載（H21.6月号）

コンビニエンスストア展開会社3社（東京都）

・宮城県との「地域活性化包括連携協定（「地産地消に取り組む県民
運動」への参加を含む）」締結を記念して，県内産食材を使用したオリ
ジナル商品を販売
・県作成の普及啓発チラシの店頭での配布

財団法人みやぎ産業振興機構 ・メルマガ「みやぎ産業支援ホットライン」に県民運動について掲載

宮城県信用保証協会 ・職員から地産地消に関する情報を収集，とりまとめて活用

宮城県中小企業団体中央会

・ホームページにお知らせとして，県民運動について掲載
・機関誌「ESPO」に宣言文を掲載（H21.5月号）
・県作成の普及啓発チラシの活用（会員及び県内各商店街振興組合
等での活用）

「地産地消に取り組む県民運動」に関する取組の状況について（平成22年3月末現在）

団体名 内容

社団法人宮城県経営者協会 ・会報「Keikyoリポート」に宣言文を掲載（H21.4月号）

社団法人東北ニュービジネス協議会 ・ホームページにお知らせとして，県のホームページへのリンク
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○市町村の取組

市町村名

全市町村

角田市

多賀城市

岩沼市

登米市

栗原市

丸森町

※農林水産物関連については，各市町村において既に多様な取組が実施されており，掲載を省略

・県作成の普及啓発ポスター，チラシ等の活用（公共施設や各種会議・イベント等での活用）

みやぎ工業会会員企業
・株主優待商品として県内商品（宮城県物産振興協会「ショッピング商
品」）を採用

・町内にある自動車部品製造メーカーの工場で製造する部品を使用したハイブリッド車を交通安
全指導車として1台導入

主な取組

・市内にある自動車部品製造メーカーの工場で製造する部品を使用したハイブリッド車を公用車
として2台導入

・買い替えを予定している市立小中学校等のテレビ，DVDプレーヤー，リース替えを予定している
市役所内のパソコンについて，市内に工場のある電機メーカー製に変更

・11/1 地域の企業の製品認知度向上等を目指した工業見本市を実施（市内工場製造の部品の
最終製品を市民にPR）

・行政情報機器のリースについて，市内に事業所がある電機メーカー製品で対応

・市内ものづくり企業の実態調査を実施（平成22年度データベース化による活用予定）
・市内ものづくり企業の販売促進向けプロモーションDVD作成，活用

・県作成の普及啓発チラシの店頭での配布



○県の取組

項目

物品調達

（みやぎ新商品購入促進事業）
・新商品特定随意契約制度を活用し，県内企業が開発した優れた新商品を率先して購入

≪購入状況≫
①LED照明管（イシイ㈱）・・・302本
　　・国道113号線白石トンネル内84本
　　・県道利府中インター線「しおりふれあいトンネル」内99本
　　・県美術館55本
　　・行政庁舎（秘書課，環境政策課計64本）
②ソーラー式視線誘導標（㈱イズム）・・・北部土木事務所100基
③長靴（弘進ゴム㈱）・・・農業・園芸総合研究所5足ほか計30足
④往復封筒（双葉印刷㈱）・・・農業・園芸総合研究所3,000枚ほか計4,100枚
⑤船底塗料（ＫＦアテイン㈱）・・・水産技術総合センター28缶ほか計42缶
⑥フラワーポット（㈱東日本レジン工業）・・・農業大学校5,000個
⑦玉掛けワイヤの安全荷重判定ゲージ（㈱アセプト）・・・志津川自然の家1個

内容

普及啓発

・関係団体等に対し，宣言文の趣旨の周知について依頼（H21.4月　約7,800団体）

・県内各団体等のモデル的な取組に関する情報を集約し，県ホームページで紹介

・「県政だより」（H21.7月号）に地産地消県民運動の特集記事を掲載

（「地産地消に取り組む県民運動」推進事業）
・県民運動を周知するためのツールとして，ポスター，チラシ等を作成
　（ポスター 3,000枚 チラシ 40,000枚）
・10月から商店街や公共施設等で掲示・配布（ポスター 約1,600枚，チラシ 約30,000枚）

（農林水産物地産地消推進事業）
・農林水産物の地産地消県民運動を推進するためのイベントを開催（H21.10月）
・「地産地消」啓発用のぼりを作成，関係事業所等へ配布

⑦玉掛けワイヤの安全荷重判定ゲージ（㈱アセプト）・・・志津川自然の家1個

・庁内での事務用品や消耗品等の調達に際し，県産品や県内業者に配慮する「地元企業の受注
拡大に関する調達方針」を策定・公表（H21.7月）
・「地元企業からの物品調達等について」のお知らせをホームページに掲載（H22.1月)



＜参考＞ 

 
「地産地消に取り組む県民運動」に関する取組の状況について（食関連） 

 

取組項目 団体名 具体の取組内容 

陸上自衛隊仙台駐屯

地記念行事における

支援行事 

宮城県商工会議所連合会 ・4 月 10 日仙台駐屯地で開催された仙台駐屯地創設 52 周

年記念イベント「桜まつり」において，地産地消の出店を希望

する東北方面隊からの相談を受け，仙山交流味祭せんだい

ネットワークの事務局であり出店ノウハウをもつ宮城県仙台

地方振興事務所へ橋渡しを行いながら出店に際しての支援

を行った。 

・当日は一般客 18,000 人が来場し，18 の出店者が提供する 

地産食品の販売や地元食材を活用したメニューを楽しんだ。 

・東北方面隊では，今年，創隊50周年の節目の年であり，来

場者３万人を見込む 10 月の記念行事にも，今回のノウハウ

を活かした地産地消の出店を予定されている。 

小規模事業者新事業

全国展開支援事業

（国）における取組 

宮城県商工会連合会 

（くろかわ商工会） 
地元の食材を使用した美味しく安心･安全な郷土食を開発す

るとともに，有機栽培野菜を無添加加工して，ユニークな離

乳食や介護食を開発する予定である。 
小規模事業者新事業

全国展開支援事業

（国）における取組 

宮城県商工会連合会 

（玉造商工会） 

地域の食材を活かし，伊達家のお膳を行事食として四季

折々に合わせ再現するとともに，体に良い副食としてつと納

豆，凍み豆腐，味噌等活用した自然食品を開発する予定で

ある。 

小規模事業者新事業

全国展開支援事業

（国）における取組 

宮城県商工会連合会 

（大崎商工会） 

当地域で生産されている大豆「ミヤギシロメ」を活用し，市場

性の高い安心・安全で自然派志向の特産品開発を行った。 

※開発した特産品： 

HAPPY SWEETS 

（ミヤギシロメ大豆とデリシャストマト入りのチーズケーキ） 

 焼き餅（ミヤギシロメ大豆入り） 

 ひまわり味噌（ミヤギシロメ大豆使用） 

小規模事業者新事業

全国展開支援事業

（国）における取組 

宮城県商工会連合会 

（女川町商工会） 

町の特産品をベースにした丼物「女川どんぶり」として２２種

類を開発した。食材は県内産を基本とし，三陸で水揚げ，加

工された海産物を使用することが条件 

小規模企業広域活性

化事業（県）における

取組 

宮城県商工会連合会 

（多賀城・七ヶ浜商工会） 

・同商工会では平成１９年度から，多賀城市・七ヶ浜町地域

の農業生産者・漁業生産者とホテル・旅館・飲食店等が商取

引できるよう研究会を開催し研究・検討を行ってきた。 

・平成２１年度は，地域内の農業生産者・漁業生産者を取り

巻く環境を把握するとともに，生産者の現状や課題について

意見交換を行うなど，生産者と事業者の相互理解を深めるこ

とができた。 

 

 



 

取組項目 団体名 具体の取組内容 

地域特産品等開発推

進事業（県）における

取組 

宮城県商工会連合会 

（栗原南部商工会） 

当商工会地区の農業生産者だけでなく，栗原市内の栗原ブラ

ンド認定業者である農業生産者を特産品開発委員として参画

いただき，栗原市内の農産物を活用して特産品開発を行っ

た。 

※開発した特産品： 

パプリカのフルーツコンポート 

パプリカのフルーツピクルス 

 くりはらまんじゅう 

（栗原産の漢方牛・漢方豚・小ネギ・ニラ等） 

プロジェクト 宮城県観光誘致協議会 県民生活に欠かせない米・味噌・酒を観光の素材として発信

している継続事業だが，更に拡大したプロジェクトに発展させ

る必要がある。 

おにぎりフォーラム

2009 開催 

宮城県農業協同組合 

中央会 

県内の協同組合で構成する「宮城県協同組合こんわ会」が主

催者となり，県内産の米をはじめ，農業・漁業・林業の提携商

品である「おにぎりセット」の普及・販売を柱に，募集方式によ

るフォーラムを実施した。 

 




